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コーディネーターの川本さんは、犯罪被害者支援にお
ける関係機関の連携の重要さについて、5年前や昨年
のフォーラムでもテーマに取り上げていることなどを示
しながら「このパネルディスカッションでは、これまで連
携がどんな形で行われてきたか、民間支援団体、弁護士、
行政、警察とそれぞれの立場から報告していただき、こ
れからの課題や展望を探っていきたい」と提起した。
いばらき被害者支援センターの森田さんは、民間支
援団体である全国48支援センターの支援状況を紹介
し、関係機関との連携では、これまで直接的支援の多
くが裁判・司法関連で、警察、検察、裁判所、弁護士、法
テラス等との連携が密になっているが、最近は日常生活
を支える支援が増え、行政機関、医療機関や地域コミ
ュニティとの連携が不可欠と指摘した。そのうえで、よ
りよい連携には支援センターが被害者・家族に関係機
関を紹介するだけでなく、まず被害者と信頼関係を築き
「信頼できるセンターが紹介してくれた機関だから信用
できる」という風に「信頼のバトンをつなぐ」役割と、関
係機関の多様な情報や専門用語を整理・説明するなどし
て、「被害者の決定を支える役割」が重要と強調した。
弁護士の伊東さんはご自身も兄を強盗殺人事件で亡
くした被害者遺族の一人として、弁護士による被害者支
援がこれまでの裁判を中心とした法的支援から、民事
訴訟や示談交渉、マスコミ対応などに広がっている現
状を報告した。ただ、弁護士の役割が行政機関や一般
市民に十分には知られていないため「利用や連携が進ま
ないおそれがある」と指摘するとともに、弁護士の側も
生活支援については知識やパイプに乏しいこ
と、多くの自治体は被害者支援の体制が不十
分なことなどを挙げ、総合的で重厚な支援の
実現には、関係機関が相互理解を深め「いつ
でも、どこでも、何でもつながることができ
る関係の構築を」と述べた。
埼玉県で被害者支援にあたる川村さんは、
県と県警、埼玉犯罪被害者援助センターを同
じビルのワンフロア―に集めた「彩（さい）の
国犯罪被害者ワンストップ支援センター」を
紹介。情報共有や支援のすり合わせなど三者
のスムースな連携で被害者のニーズに沿った
支援を進めている実情を示した。また、今年
3月30日に施行された埼玉県犯罪被害者等

支援条例で「支援の推進体制の整備」が条文化されたの
を受け、関係機関の連携や市町村窓口の充実策など具
体的な取り組みについて説明した。今後の連携として
は「家事支援など日常生活の支援には、そのスキルを持
っている社会福祉協議会に働き掛けたい」と新たな連携
先にも言及した。
警察庁の丸山さんは、連携の一つの形として犯罪被
害者等早期援助団体である各支援センターへの警察か
らの情報提供が平成29年度に全国で1200件にのぼ
ることを報告。また被害者等が医療や福祉・行政などの
関係機関を利用する際の各種公費負担制度による支援
や、警察庁が行った調査結果に基づき、医療負担で利
用できる制度など関係機関の必要な情報を被害者等に
届ける冊子作りの試行について紹介するとともに、警察
本部、警察署単位に関係機関・団体が連携・協力する「被
害者支援連絡協議会」を設置し「地域ネットワークをつ
くって被害者支援を推進している」と連携強化の方向を
示した。
これらの発言を受け、川本さんは「連携がここまで進
んできたのは皆さんの努力のおかげだが、完成にはま
だまだ遠い。問題は、連携機関の数が増えると密度が
薄くなり、なかなか詰めた議論ができなくなる。かとい
って少数では広がりを欠く。どのように被害者のニーズ
に沿った質の高い支援、途切れのない支援に結びつける
か、そのためにどう工夫していくか、これからの課題だ
が、やはりキーワードが連携であることを心に留め、支
援の充実に努めていただきたい」と結んだ。
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